
１　緊急雇用事業 （単位：円、％、人）

新規雇用の失業者
に係る人件費

割合

 緊急雇用事業

 臨時職員の雇用に要する経費

 生活・就労相談支援事業

 周知・広報及び管理運営等に要する経費

合　　計

２　重点分野雇用創出事業 （単位：円、％、人）

新規雇用の失業者
に係る人件費

割合

 重点分野雇用創出事業 7,665,000 4,204,585 4,204,585 54.9% 4 4

 周知・広報及び管理運営等に要する経費 33,980

合　　計 7,698,980 4 4

３　地域人材育成事業 （単位：円、％、人）

新規雇用の失業者
に係る人件費

割合

 地域人材育成事業

 周知・広報及び管理運営等に要する経費

合　　計 0 0 0

４　震災等緊急雇用対応事業 （単位：円、％、人）

新規雇用の失業者
に係る人件費

割合

 震災等緊急雇用対応事業 11,379,738 9,452,470 8,708,084 76.5% 9 8

事業額
事業に従事する
全労働者数人件費

新規雇用の失業者
の人数

事業額
事業に従事する
全労働者数人件費

事業額
事業に従事する
全労働者数人件費

新規雇用の失業者
の人数

新規雇用の失業者
の人数

緊急雇用創出事業実績報告書 総括表（平成２５年度上期）

事業額
事業に従事する
全労働者数人件費

新規雇用の失業者
の人数

都道府県名 千葉
様式第４号（別紙１）

 周知・広報及び管理運営等に要する経費 0

合　　計 11,379,738 9 8

５　小計（２＋３＋４） （単位：円、人）

新規雇用の失業者
に係る人件費

割合

 小　　計 19,078,718 13 12

６　パーソナル・サポート・モデル事業 （単位：円）

 パーソナル・サポート・モデル事業

７　生涯現役・全員参加・世代継承型雇用創出事業 （単位：円、％、人）

新規雇用の失業者
に係る人件費

割合

 生涯現役・全員参加・世代継承型雇用創出事業

 周知・広報及び管理運営等に要する経費

合　　計 0 0 0

８　事業復興型雇用創出事業 （単位：円、人）

 事業復興型雇用創出事業

 周知・広報及び管理運営等に要する経費

合　　計 0 0 0

９　起業支援型地域雇用創造事業 （単位：円、％、人）

新規雇用の失業者
に係る人件費

割合

 起業支援型地域雇用創造事業

事業額
事業に従事する
全労働者数人件費

新規雇用の失業者
の人数

新規雇用の失業者
の人数

事業額 事業所数

事業額
事業に従事する
全労働者数人件費

支給対象者数

事業額
事業に従事する
全労働者数人件費

新規雇用の失業者
の人数

事業額

 起業支援型地域雇用創造事業

一時金支給額 0

 周知・広報及び管理運営等に要する経費 99,750

合　　計 99,750 0 0



（単位：円、％、人）

事業
指標

③ 新規雇用の失業
者に係る人件費

④ 割合
（③／①）

⑧ 新規雇用の
　失業者のうち
　若年者の人数

⑨ 新規雇用の
　失業者のうち
　被災者の人数

33 2 船橋市 1 9 子育て支援 1 1 児童ホーム環境整備事業
市内20個所の児童ホームのガラスに飛散防止フィルムを貼るほか、園庭・外壁
等、外回りの整備と、施設の適正な維持管理を実施することを目的とする。

7,665,000 4,204,585 4,204,585 54.9% 4 4 100.0% 0 0 

事　　業　　名 備　考追加設定
分野名

人材育
成事業

未就職
卒業者
対象

委託先
区分

事　　業　　内　　容 ① 事業費 被災者
対象 ② 人件費 

⑥ 新規雇用の失
業者の人数

⑦ 割合
（⑥／⑤）

重点分野雇用創出事業実績報告書（平成２５年度上期）

整理
番号

実施
区分

実施市町村名
事業
区分

分野
区分

⑤ 事業に従事する
全労働者数

都道府県名 千葉県様式第４号（別紙３）

7,665,000 4,204,585 4,204,585 54.9% 4 4 100.0%

33,980 

7,698,980 

（注） １．当該上下半期に終了した事業について記載すること。

　　　２．整理番号欄、実施区分欄、実施市町村名欄、事業区分欄、分野区分欄には、事業計画書と同内容を記載すること。

　　　３．委託先区分欄には、次の該当する番号を記載すること。

　　　　〔委託先区分〕　　１：民間企業　　２：ＮＰＯ法人　　３：その他

　　　　　なお、委託先区分が３（その他）である場合は、備考欄に委託先名を記載すること。

　　　４．新規雇用の失業者のうち若年者の人数欄には、新規雇用の失業者のうち雇用開始時点で40歳未満である者の数を記載すること。

　　　５．新規雇用の失業者のうち被災者の人数欄には、新規雇用の失業者のうち東日本大震災により被災した失業者数を記載すること。

　　　６．毎年度下半期の報告に当たっては、当該年度に都道府県及び市町村が自らの財源により上積みした事業の内容及び事業費について任意の様式により作成し、本様式に添付すること。

　　　７．周知・広報及び管理運営等に要する経費については、9月末及び3月末までに要した経費について計上するとともに、併せて、その支出状況を明らかにする書類を添付すること。

総　　　　　計

合　　　　　計

周知・広報及び管理運営等に要する経費



（単位：円、％、人）

③ 新規雇用の失業
者に係る人件費

④ 割合
（③／①）

⑧ 新規雇用の
　失業者のうち
　若年者の人数

⑨ 新規雇用の
　失業者のうち
　被災者の人数

5 2 千葉市 1 10 1 2 地域資料のデジタルアーカイブ
本市が所持している冊子、写真、映像等の資料のうち、損耗が著しいものをデ
ジタルアーカイブ（電子データ化）し、資料の属性情報と関連付けて保存するこ
とで、資料の適切な保管と利活用を図る。(H24→H25継続）

5,909,400 4,204,940 3,460,554 58.6% 4 3 75.0% 2 0 

21 2 成田市 2 12 2 住民基本台帳カード普及啓発事業

住民票等証明書のコンビニ交付の開始にあたり、住民基本台帳カードの普及を
図るため、住基カードの交付手数料を無料とし、住基カード申請受付キャンペー
ン窓口を設置する。受付及び写真撮影、市民への説明、啓発を行う非常勤職員
を雇用する。(H24→H25継続）

4,071,551 3,848,743 3,848,743 94.5% 4 4 100.0% 2 2 

29 2 酒々井町 2 12 2 安全・安心住宅耐震改修普及事業

町内において、この度発生した東日本大震災により、個人の住宅の耐震
性の相談が増加し、また、平成22年度に策定した「酒々井町耐震改修促
進計画」に基づき、地震による住宅の倒壊から住民の生命、財産を守る
ために、「安全・安心住宅耐震改修普及事業」として、専門知識を有す
る臨時職員を雇用し、住宅耐震相談・木造戸建て住宅の簡易診断業務を
行い、住民の安全対策及び耐震改修の普及を図ることを目的とする。
また、平成24年度より耐震診断費及び耐震改修工事費補助のうち耐震改
修工事の完了検査を実施する予定。(H24→H25継続）

1,398,787 1,398,787 1,398,787 100.0% 1 1 100.0% 0 0 

① 事業費 ⑦ 割合
（⑥／⑤）

事　　業　　名
⑤ 事業に従事する

全労働者数
備　考

財源
区分 ⑥ 新規雇用の失業

者の人数

事　　業　　内　　容
② 人件費 

震災等緊急雇用対応事業実績報告書（平成２５年度上期）

整理
番号

実施
区分

実施市町村名
事業
区分

分野
区分

委託先
区分

都道府県名 千葉県様式第４号（別紙５）

11,379,738 9,452,470 8,708,084 76.5% 9 8 88.9% 4 2 

11,379,738 

（注） １．当該上下半期に終了した事業について記載すること。

　　　２．整理番号欄、実施区分欄、実施市町村名欄、事業区分欄、分野区分欄、財源区分欄には、事業計画書と同内容を記載すること。

　　　３．委託先区分欄には、次の該当する番号を記載すること。

　　　　〔委託先区分〕　　１：民間企業　　２：ＮＰＯ法人　　３：その他

　　　　　なお、委託先区分が３（その他）である場合は、備考欄に委託先名を記載すること。

　　　４．新規雇用の失業者のうち若年者の人数欄には、新規雇用の失業者のうち雇用開始時点で40歳未満である者の数を記載すること。

　　　５．新規雇用の失業者のうち被災者の人数欄には、新規雇用の失業者のうち東日本大震災により被災した失業者数を記載すること。

　　　６．毎年度下半期の報告に当たっては、当該年度に都道府県及び市町村が自らの財源により上積みした事業の内容及び事業費について任意の様式により作成し、本様式に添付すること。

周知・広報及び管理運営等に要する経費

総　　　　　計

合　　　　　計

　　　６．毎年度下半期の報告に当たっては、当該年度に都道府県及び市町村が自らの財源により上積みした事業の内容及び事業費について任意の様式により作成し、本様式に添付すること。

　　　７．周知・広報及び管理運営等に要する経費については、9月末及び3月末までに要した経費について計上するとともに、併せて、その支出状況を明らかにする書類を添付すること。



（単位：円、人、％）

備考 ③支給労働者数
   のうち再雇用
   者の人数

④割合
(③/②)

 ⑤支給労働者数
   のうち当該年
   度に雇用され
   た者の人数

事業復興型雇用創出事業実績報告書（平成２５年度上期）

整理
番号

実施
区分

実施市町村名 産業政策（補助金・融資等）
対象
区分

支給事業主名 年度 ①支給額 ②支給労働者数

様式第４号（別紙７） 都道府県名 千葉県

　（注）１．本報告は累計での報告書とするので、提出時ごとにこれまでの支給実績も全て含めて報告すること。
　　　　２．支給した対象補助金・融資ごとに、対象となった年度ごとに区分して記載することとし、複数年度に跨る場合は行を追加して記載すること
　　　　３．整理番号欄には、当該都道府県の事業ごとに通し番号を記載すること。
　　　　４．実施区分欄には助成内容ごとに区分した上で次の該当する番号を記載すること。
　　　　　　〔実施区分〕　１：都道府県事業　　２：市町村事業
　　　　５．市町村事業（実施区分＝２）である場合は、実施市町村名欄に当該事業を実施する市町村名を記載すること。
　　　　６．対象区分欄には、助成対象事業ごとに区分した上で次の該当する番号を記載すること。
　　　　　　〔対象区分〕　１：国や地方自治体の補助金・融資（新しい事業や地域の産業の中核となる事業を対象とするものに限る。）の対象となっている事業　　２：１以外の事業
　　　　７．年度欄には、支給対象となった年度を記載すること。
　　　　８．支給労働者数のうち再雇用者の人数の割合は、支給労働者数に対する割合を記載すること。（小数第二位四捨五入）
　　　　９．毎年度下半期の報告に当たっては、当該年度に都道府県及び市町村が自らの財源により上積みした事業の内容及び事業費について任意の様式により作成し、本様式に添付すること。
　　　　10．周知・広報及び管理運営等に要する経費については、９月末及び３月末までに要した経費について計上するとともに、併せて、その支出状況を明らかにする書類を添付すること。

合　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計

周知・広報及び管理運営等に要した経費

　　　　10．周知・広報及び管理運営等に要する経費については、９月末及び３月末までに要した経費について計上するとともに、併せて、その支出状況を明らかにする書類を添付すること。



（単位：円、％、人）

事　　業　　名
⑧ 新規雇用の
　失業者のうち
　高齢者の人数

⑨ 新規雇用の
　失業者のうち
　若年者の人数

⑩ 新規雇用の
　失業者のうち
　女性の人数

⑪ 新規雇用の
　失業者のうち
　障害者の人数

② 人 件 費
⑥ 新規雇用の
失業者の人数

⑦割合
(⑥/⑤)モデル性

③ 新規雇用の
失業者に係る

人件費

④割合
(③/①)

生涯現役・全員参加・世代継承型雇用創出事業実績報告書（平成２５年度上期）

整理
番号

実施
区分

実施市町村名
分野
区分

委託先
区分

事　　　　業　　　　内　　　　容 ① 事 業 費
⑤ 事業に従事
する全労働者

数
備考

様式第４号（別紙 都道府県名 千葉県

　（注）１．当該上下半期に終了した事業について記載すること。

　　　　２．整理番号欄、実施区分欄、及び分野区分欄には、事業計画書に記載した当該事業の番号を記載すること。

　　　　３．委託先区分欄には、次の該当する番号を記載すること。

　　　　〔委託先区分〕　１：民間企業　　２：ＮＰＯ法人　　３：その他

　　　　　　なお、委託先区分が３：その他である場合は、備考欄に委託先名を記載すること。

　　　　４．事業内容欄については、当該事業の雇用面のモデル性についても併せて記載するとともに、モデル性欄に、次に該当する番号を記載すること。

　　　　〔モデル性区分〕１：生涯現役型　　２：全員参加型　　３：世代継承型　　４：若者雇用型　　５：女性雇用型　　６：高齢者雇用型　　７：障害者雇用型　　８：技能伝承型　　９：地域密着型　　１０：地域特性活用型　　１１：その他

　　　　５．毎年度下半期の報告に当たっては、当該年度に都道府県及び市町村が自らの財源により上積みした事業の内容及び事業額について任意の様式により作成し、本様式に添付すること。

　　　　６．周知・広報及び管理運営等に要する経費については、９月末及び３月末までに要した経費について計上するとともに、併せて、その支出状況を明らかにする書類を添付すること。

総　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計

合　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計

周知・広報及び管理運営等に要した経費



（単位：円、％、人）

③ 新規雇用の失業者
に係る人件費

④ 割合
（③／①）

⑤
一時金
支給額

⑥ 新規雇用の
失業者の人数

事　　業　　名
⑤ 事業に
従事する

全労働者数
備　考

合計
（①＋⑤）

一時金
支給
対象数

① 事業費 ⑦ 割合
（⑥／⑤）

② 人件費 

起業支援型地域雇用創造事業実績報告書（平成２５年度上期）

整理
番号

実施
区分

実施市町村名
分野
区分

委託
先

区分
事　　業　　内　　容

都道府県名 千葉県様式第４号（別紙９）

　　　　　計

99,750 

99,750 

（注） １．当該上下半期に終了した事業について記載すること。

　　　２．整理番号欄、実施区分欄、実施市町村名欄、分野区分欄には、事業計画書と同内容を記載すること。

　　　３．委託先区分欄には、次の該当する番号を記載すること。

　　　　〔委託先区分〕　　１：民間企業　　２：ＮＰＯ法人　　３：その他

　　　　　なお、委託先区分が３（その他）である場合は、備考欄に委託先名を記載すること。

　　　４．毎年度下半期の報告に当たっては、当該年度に都道府県及び市町村が自らの財源により上積みした事業の内容及び事業費について任意の様式により作成し、本様式に添付すること。

　　　５．周知・広報及び管理運営等に要する経費については、9月末及び3月末までに要した経費について計上するとともに、併せて、その支出状況を明らかにする書類を添付すること。

周知・広報及び管理運営等に要する経費

総　　　　　計


